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研究成果の概要（和文）：大地震の直後には地震計記録上で多くの余震による地震波が重なり合い、地震の検出
が困難となるため、地震の震源、発生時刻、規模を記載する地震カタログに多くの欠測が生じる。そのため、大
地震直後は地震カタログを用いた余震活動の統計的予測が著しく困難となり、余震活動の見通しを迅速かつ正確
に予測することが困難となる。本研究では、稀な事象の発生確率を扱う「極値統計学」を地震計記録に適用する
ことで、地震観測地点における任意の期間内での任意の値以上の揺れが生じる確率を、大地震発生から数時間以
内で提供できることを、理論・観測の両面から明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Due to the overlap of waveforms from many aftershocks, earthquake detection 
tends to be very difficult in the early period after a large earthquake. This makes it difficult to 
forecast aftershock activity in the early period. In this study, I proposed a scheme to forecast 
exceedance probability of maximum amplitude due to aftershocks by applying the "extreme value 
statistics" to a continuous seismogram. I confirmed the usefulness of the proposed scheme that will 
be effective within a few hours of a large earthquake from both the theoretical and observational 
verifications.   

研究分野： 地震学

キーワード： 極値統計解析　連続地震計記録　区間最大振幅　最大振幅超過確率　余震
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大地震後の地震活動の推移予測は、被災者にとって最も重大な関心事の一つである。大地震直後から得られる揺
れの予測情報を適切に利用することで、復旧活動の効率化や避難生活の質の向上を図ることができると考えられ
る。本研究では、地震カタログではなく地震計による揺れの記録そのものに極値統計解析を施すことで、大地震
発生後数時間以内（従来法では1週間を要した）に科学的根拠に基づく揺れの予測情報を提供できることを明ら
かにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 大地震直後には非常に多くの余震が起こり、その余震による地震波が地震計記録上で重なり
合う（図 a）。通常、震源および発震時刻は P 波と S 波の到達時刻を、マグニチュードは最大振
幅の空間分布を用いて決められるが、地震計記録上で地震波が重なり合う場合はこれらの処理
に支障をきたし、震源、発震時刻、マグニチュード等の「震源要素」を決めることが非常に困難
となる。したがって、大地震直後には震源要素を記載した「地震カタログ」の質・量が共に顕著
に劣化することが知られている 1)。 
 この地震カタログの劣化のため、現在気象庁においては、実際の余震活動状況に基づく余震予
測情報を提供できるまでに、大地震の発生から概ね 1 週間程度を要するとしている 2)。しかし、
一般に余震活動は大地震直後に最も活発であり、時間が経つほどに低下する。人命救助において
は発災から 72 時間以内の行動が極めて重要とされている 3)ほか、適切な余震の見通し情報が得
られない中で繰り返し揺れにさらされ続けることで、被災者の心身に不調をきたすこともある 4)。
これらの事情から、発災後なるべく早い段階で余震活動の今後の見通しを適切に伝えることが、
発災後の初期対応や復旧・復興活動を円滑に進める上で極めて重要と考えられる。 
 大地震直後からの余震予測を目指した研究として、近年、地震カタログの欠落の度合いを考慮
したベイズ統計に基づく余震予測法が開発されている 5,6)。この手法は不完全な地震カタログに
も適用可能であるため、大地震発生後数時間以内からその後の余震活動の大まかな傾向を予測
できる手法として注目されている。しかし、現時点では地震活動の空間分布を予測するには至っ
ておらず、地震による各地点での揺れの推移予測もまだ開発途上にある。 
 
２．研究の目的 
  
 以上の背景に基づき、本研究課題では、大地震直後から準リアルタイムに余震活動を予測する
手法の開発を目標に掲げた。当初は、地震計記録の逆伝播解析により余震による高周波エネルギ
ー輻射量を推定 7, 8)し、その統計的特徴から余震活動の推移を予測する計画であった。しかし、
余震発生域に対して地震観測点の分布が偏る場合にこの手法がうまくいかないことが明らかと
なったため、課題遂行の途中で目標を修正し、地震計記録そのものの統計分析から、その地震計
の設置地点における将来の揺れの予測を行うことを新たな目標に掲げた。具体的には、大地震発
生後数時間以内に、各観測点で任意の値以上の最大振幅が任意の期間内に発生する確率（超過確
率）を、極値統計理論を用いて評価することを試みた。 
 
３．研究の方法 
 
 極値統計理論は、めったに起こることはないが起こると大惨事をもたらす低頻度かつ極端な
現象がしたがう統計則を扱う学問である。多くの統計分析においては、扱う対象の平均値および
標準偏差を問題とする一方で、極値統計理論においては、対象の平均的振る舞いはあまり重要で
はなく、任意期間中に出現する最大値（あるいは最小値）がしたがう統計則こそが重要となる。
例えば、日降水量の統計においては年間「平均値」よりも年間「最大値」の方が防災上はるかに
重要であるが、このような問題に対して極値統計理論が適用される。地震、洪水、火山噴火等の
ような「平均値」という概念を持たない自然現象の統計解析や、株価の変動のような社会現象の
予測においても、極値統計理論が良く用いられる 9)。 
 本研究では、地震計で記録された揺れの記録を一定時間間隔ごとに分割し、それぞれの区間の
最大値（区間最大振幅。図 b 参照）がしたがう確率分布をまず導いた。次に、その確率分布を支
配するパラメータを最尤法により推定し、推定したパラメータを用いて、観測地点での将来の揺
れの超過確率を予測する手法を開発した。最後に、この予測法を 2008 年岩手・宮城内陸地震を
記録した Hi-net 地震計記録に適用し、その有効性を検証した 10)。 
 
４．研究成果 
 
理論的検証の結果、大地震直後の揺れの区間最大振幅は「非定常 Frechet 分布」と呼ばれる確

率分布に従うことが明らかとなった。Frechet 分布は一定区間内の最大値がしたがう極値分布
（負の Weibull 分布, Gunbel 分布, Frechet 分布の三種類）の一つであり、元の分布がべき乗
則などの裾の重い分布にしたがう場合にその区間最大値がしたがう分布である。非定常 Frechet
分布を支配するパラメータは、地震の活発さや震源距離を反映する A値、地震活動度の時間減衰
を表す p 値（大森－宇津則の p 値と同じ）、揺れの強さの規模別頻度分布を反映する m 値
（Gutenberg-Richter 則の b 値と関係する）、および地震計記録の下限を支配する xmin値の 4 個
である。 
次に、2008 年岩手・宮城内陸地震の発生後 3 時間に観測された Hi-net 地震計記録を用いて、



その区間最大振幅に非定常 Frechet 分布を当てはめ、最尤法によりこれら 4 個のパラメータを
推定した(図 c)。震源近傍の 4 観測点における推定の結果、いずれの観測点でも p 値は 1 前後、
m値は 2前後の値となった。これらのパラメータを用いて地震発生後 4日間の最大振幅の超過確
率を推定し、実際に 4日以内に観測された最大振幅と比較した結果、観測された最大振幅に相当
する超過確率は、4観測点で 31%から 82%の範囲に含まれた（図 d）。このことは、予測が過大評
価も過小評価もせず、概ね正当な範囲内に収まったことを意味する。なお、本震と同程度以上の
揺れが 4 日以内に生じる確率は、4観測点で 2%から 17%とかなり低い値を示し、実際に本震以上
の揺れはいずれの観測点でも生じなかった。 
本研究においては、極値統計解析に基づく余震による揺れの予測法を開発し、各地震観測点で

の揺れの予測を、大地震直後から数時間以内に提供可能であることを実証した。ただし、この予
測法は余震発生頻度が大森―宇津公式に従い減衰することを仮定しているため、余震群が大き
な余震に伴う 2 次余震を含んだり群発的な活動を示す場合には、必ずしも適用できないと考え
られる。今後はこれらの特殊な余震活動時の予測法の開発に取り組むほか、普段の地震活動から
の発生確率の倍率の予測や、観測点を置いていない場所での予測法の開発などに取り組む予定
である。 
 
 

図．極値統計解析の流れ。 
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